令和６年度国際物流拠点地域うるま地区立地企業支援事業委託業務
申請書類等様式
○
質問書…………………………………………………… [様式１]
○
企画提案応募申請書…………………………………… [様式２]
○
会社概要表……………………………………………… [様式３]
○
積算書…………………………………………………… [様式４]
○
業務計画………………………………………………… [様式５]
○
実績書…………………………………………………… [様式６]
○
誓約書…………………………………………………… [様式７]
[様式１]
質　　問　　書
令和　　年　　月　　日
住　　所
会 社 名
代表者名　　　　　　　　　　　　　
担当者名
電話番号
E-mail
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	No
	仕様書、公募要領等の項目
	質　　問　　内　　容

	
	
	


[様式２]
令和６年度国際物流拠点地域うるま地区立地企業支援事業委託業務
企 画 提 案 応 募 申 請 書
みだしのことについて、応募します。
令和　　年　　月　　日
沖　縄　県　知　事　殿
提出者　住　　所
会 社 名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　印
連絡担当者
所属・職・氏名
電話番号
ＦＡＸ
E-mail
                            　　
(注)共同企業体の場合は代表法人名を記載すること。

[様式３]
会　社　概　要　表
	会　　社　　名
（代表者氏名）

	

	沖縄における本店又は支店の住所
	

	設　立　年　月

	
	関　係　会　社

	

	資　　本　　金

	円

	
	

	社　　員　　数

	　　　　　　　　　人

	
	

	主要加盟団体

	
	
	

	会社の主要業務：  

	

	

	

	

	

	関連プロジェクトの応募状況：

	

	

	

	

	

	主要株主

	株　　主　　名
	持　株　割　合

	
	
	（％）

	
	
	

	
	
	


[様式４]
積　　算　　書
令和　　年　　月　　日
沖縄県知事　殿
住　　所
会 社 名
代表者名　               印
委託業務名：令和６年度国際物流拠点地域うるま地区立地企業支援事業委託業務
上記業務の委託費について、下記のとおり積算見積します。
積算見積金額　　　　　　　　　　　円（消費税及び地方消費税を含む。）
内訳

[様式５]
業　務　計　画
１　年間スケジュール
２　本業務による効果とその評価の方法
３　組織体制図
[様式６]
実  　績  　書
※（国（独立行政法人、公社及び公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模を同じくする契約等の実績があれば記載）
１　受託業務の内容
２　契約内容
３　実施期間
４　予算額
[様式７]
誓　　約　　書
令和　　年　　月　　日
沖縄県知事　殿
住　　所
会 社 名
代表者名　　　　　　　　　　　　　印
　
　私は、令和６年度国際物流拠点地域うるま地区立地企業支援事業委託業務の企画提案に応募するにあたり、申請書類の内容が事実と相違ないこと等、下記のことを誓約します。
記
１　地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。
２　宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体ではないこと。
３　県税、国税の滞納がないこと。
４　加入義務のある社会保険（労働保険、健康保険及び厚生年金保険）に加入し、保険料の滞納がないこと。
５　雇用する労働者に対し、最低賃金法に規定する最低賃金額以上の賃金を支払っていること。
６　労働関係法令を遵守していること。
７　補助金適正化法等の関係法令遵守義務及び公金による補助事業を実施するに当たって義務が生じることについて承服すること。
８　本事業を推進するにあたり、沖縄県が指定する書類を滞りなく提出すること。
※共同企業体での応募の場合は、構成員全員分を提出してください。
（誓約事項　関係法令）参考
地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）
第167条の４ 　普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。 

(1) 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

(2) 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 （平成３年法律第77号）第32条第１項各号に掲げる者
暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 （平成３年法律第77号） 

第32条 　国及び地方公共団体は、次に掲げる者をその行う売買等の契約に係る入札に参加させないようにするための措置を講ずるものとする。 

(1) 指定暴力団員

(2) 指定暴力団員と生計を一にする配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。） 

(3) 法人その他の団体であって、指定暴力団員がその役員となっているもの 

(4) 指定暴力団員が出資、融資、取引その他の関係を通じてその事業活動に支配的な影響力を有する者（前号に該当するものを除く。）

誓約事項６関係（主な労働関係法令）
（１）労働基準法（昭和22年法律第49号）
（２）労働契約法（平成19年法律第128号）
（３）最低賃金法（昭和34年法律第137号）
（４）雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和47年法律第113号）
（５）短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成５年法律第76号）
（６）育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成3年法律第76号）
（７）労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）
（８）労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和60年法律第88号）
（９）障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）
（10）労働組合法（昭和24年法律第174号）
（11) 雇用保険法（昭和49年法律第116号）
（12) 労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和44年法律第84号）
（13）健康保険法（大正11年法律第70号）
（14) 厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）
受付番号








